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(2)継続申込期間(2019年2月15日から2020年1月24日まで)

　 1,000億円を上限とします。
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第一部【証券情報】
（１）【ファンドの名称】

ＵＳマイクロキャップ株式ファンド

(以下「ファンド」といいます。)

（２）【内国投資信託受益証券の形態等】

追加型証券投資信託・受益権(以下「受益権」といいます。)

■信用格付■

信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付はありません。また、信用格付業者か

ら提供され、もしくは閲覧に供される予定の信用格付はありません。

ファンドの受益権は、社債、株式等の振替に関する法律（「社振法」といいます。以下同じ。）の規

定の適用を受け、受益権の帰属は、後述の「(11) 振替機関に関する事項」に記載の振替機関及び当該

振替機関の下位の口座管理機関（社振法第2条に規定する「口座管理機関」をいい、振替機関を含め、

以下「振替機関等」といいます。）の振替口座簿に記載または記録されることにより定まります（以

下、振替口座簿に記載または記録されることにより定まる受益権を「振替受益権」といいます。）。

委託会社であるベイビュー・アセット・マネジメント株式会社は、やむを得ない事情等がある場合を

除き、当該振替受益権を表示する受益証券を発行しません。また、振替受益権には無記名式や記名式

の形態はありません。

（３）【発行(売出)価額の総額】

①当初申込期間

300億円を上限とします。

②継続申込期間

1,000億円を上限とします。

（４）【発行(売出)価格】

①当初申込期間

１口当たり１円とします。

②継続申込期間

取得申込日の翌営業日の基準価額
※
とします。

※「基準価額」とは、純資産総額をその時の受益権口数で除して得た額をいいます。

なお、ファンドにおいては１万口当たりの価額で表示されます。

ファンドの基準価額については下記の照会先までお問い合わせ下さい。

ベイビュー・アセット・マネジメント株式会社

＜電話番号＞　03-5210-3573

＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

＜インターネットホームページ＞　http://www.bayview.co.jp/
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（５）【申込手数料】

取得申込日の翌営業日の基準価額に、3.24％
＊
（税抜3.00％）以内

※
で販売会社が独自に定める率を乗

じて得た額とします。

＊消費税率が10％となった場合は、3.30％となります。

※詳しくは、販売会社にお問い合わせ下さい。

（６）【申込単位】

販売会社が定める単位とします。

※申込単位等の詳細につきましては、販売会社までお問い合わせ下さい。

（７）【申込期間】

①当初申込期間：2019年1月15日から2019年2月14日まで

②継続申込期間：2019年2月15日から2020年1月24日まで

※申込期間は、上記期間終了前に有価証券届出書を提出することによって更新される予定です。

（８）【申込取扱場所】

ファンドの申込取扱場所(以下「販売会社」といいます。)については下記の照会先までお問い合わせ

下さい。

ベイビュー・アセット・マネジメント株式会社

＜電話番号＞　03-5210-3573

＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

＜インターネットホームページ＞　http://www.bayview.co.jp/

（９）【払込期日】

①当初申込期間

受益権の取得申込者は、当初申込期間中に、取得申込代金（取得申込金額、申込手数料および申込

手数料にかかる消費税等に相当する金額の合計額をいいます。以下同じ。）を販売会社において支

払うものとします。

販売会社は、当初申込期間中における取得申込金額の総額を、当初設定日（2019年2月15日）に、委

託会社の指定する口座を経由して、受託会社の指定するファンド口座に払い込みます。

②継続申込期間

販売会社の定める期日までに申込代金を申込みの販売会社にお支払い下さい。

※詳しくは、販売会社にお問い合わせ下さい。

各取得申込日の発行価額の総額は、各販売会社によって、追加信託が行なわれる日に、委託会社の

指定する口座を経由して、受託会社の指定するファンド口座に払い込まれます。

（１０）【払込取扱場所】

申込代金は申込みの販売会社にお支払い下さい。払込取扱場所についてご不明の場合は、下記の照会

先までお問い合わせ下さい。

ベイビュー・アセット・マネジメント株式会社

＜電話番号＞　03-5210-3573

＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

＜インターネットホームページ＞　http://www.bayview.co.jp/
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（１１）【振替機関に関する事項】

ファンドの受益権に係る振替機関は下記の通りです。

株式会社証券保管振替機構

（１２）【その他】

①申込みの方法

受益権の取得申込みに際しては、販売会社所定の方法でお申込みください。

※販売会社によっては、購入、換金の各お申込みの方法ならびに単位および分配金のお取扱い等

が、異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

②取得申込みの受付けの中止、既に受付けた取得申込みの受付けの取り消し

金融商品取引所（金融商品取引法第2条第16項に規定する金融商品取引所および金融商品取引法第2

条第8項第3号ロに規定する外国金融商品市場をいいます。以下同じ。なお、金融商品取引所を単に

「取引所」という場合があり、取引所のうち、有価証券の売買または金融商品取引法第28条第8項第

3号もしくは同項第5号の取引を行なう市場ないしは当該市場を開設するものを「証券取引所」とい

う場合があります。）等における取引の停止、その他やむを得ない事情等があるときは、取得申込

みの受付けを中止すること、および既に受付けた取得申込みの受付けを取り消す場合があります。

③申込不可日

販売会社の営業日であっても、下記の条件に該当する日(「申込不可日」といいます。)には、原則

として取得および換金の申込みができません。

○申込日当日が、ニューヨーク証券取引所の休業日またはニューヨークの銀行休業日の場合。

④振替受益権について

ファンドの受益権は、社振法の規定の適用を受け、上記「(11) 振替機関に関する事項」に記載の振

替機関の振替業にかかる業務規程等の規則にしたがって取り扱われるものとします。

ファンドの分配金、償還金、換金代金は、社振法および上記「(11) 振替機関に関する事項」に記載

の振替機関の業務規程その他の規則にしたがって支払われます。

（参考）

◆投資信託振替制度（「振替制度」と称する場合があります。）とは、

・ファンドの受益権の発生、消滅、移転をコンピュータシステムにて管理します。

・ファンドの設定、解約、償還等がコンピュータシステム上の帳簿（「振替口座簿」といいます。）

への記載・記録によって行なわれますので、受益証券は発行されません。
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第二部【ファンド情報】
第１【ファンドの状況】
１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

当ファンドは、「ＵＳマイクロキャップ株式マザーファンド（以下、マザーファンドといいま

す。）」への投資を通じて、バリュエーションが適正で中長期的に高い業績成長が見込まれる、米国

の金融商品取引所に上場されているマイクロキャップ株式（預託証書を含みます。）に投資し、信託

財産の中長期的成長を目指して運用を行います。

■信託金の限度額■

受益権の信託金限度額は、1,000億円です。ただし、受託会社と合意のうえ、当該信託金限度額を

変更することができます。

＜商品分類＞

一般社団法人投資信託協会が定める「商品分類に関する指針」に基づくファンドの商品分類は以下の通

りです。

なお、ファンドに該当する商品分類及び属性区分は下記の表中に網掛け表示しております。

 

《商品分類表》

単位型・追加型 投資対象地域
投資対象資産

（収益の源泉）

 

 

 

単位型

 

 

 

追加型

 

 

 

国　　内

 

 

海　　外

 

 

内　　外

 

株　 　式

 

債　 　券

 

不動産投信

 

その他資産

（　　）

 

資産複合
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《属性区分表》

投資対象資産 決算頻度 投資対象地域 投資形態 為替ヘッジ

株式

　一般

　大型株

　中小型株

債券

　一般

　公債

　社債

　その他債券

クレジット属性

（　　）

不動産投信

その他資産

（投資信託証券

（株式　中小型株））

資産複合

（　　）

　資産配分固定型

　資産配分変更型

年1回

年2回

年4回

年6回

（隔月）

年12回

（毎月）

日々

その他

（　　）

グローバル

日本

北米

欧州

アジア

オセアニア

中南米

アフリカ

中近東

（中東）

エマージング

ファミリー

ファンド

ファンド・

オブ・

ファンズ

あり

なし

（注）ファミリーファンド、ファンド・オブ・ファンズに該当する場合、投資信託証券を通じて投資収益

の源泉となる資産へ投資しますので、商品分類表と属性区分表の投資対象資産は異なります。

上記、商品分類及び属性区分の定義については、下記をご覧下さい。

なお、下記一般社団法人投資信託協会のホームページでもご覧頂けます。

《一般社団法人投資信託協会インターネットホームページアドレス》

　　http://www.toushin.or.jp/
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◆一般社団法人投資信託協会が定める「商品分類に関する指針」に基づくファンドの商品分類及び属性区

分は以下の通りです。

 

＜商品分類表定義＞

［単位型投信・追加型投信の区分］

(1)単位型投信…当初、募集された資金が一つの単位として信託され、その後の追加設定は一切行われ

ないファンドをいう。

(2)追加型投信…一度設定されたファンドであってもその後追加設定が行われ従来の信託財産とともに

運用されるファンドをいう。

［投資対象地域による区分］

(1)国内…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に国内の資産

を源泉とする旨の記載があるものをいう。

(2)海外…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に海外の資産

を源泉とする旨の記載があるものをいう。

(3)内外…目論見書又は投資信託約款において、国内及び海外の資産による投資収益を実質的に源泉と

する旨の記載があるものをいう。

［投資対象資産(収益の源泉)による区分］

(1)株式…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に株式を源泉

とする旨の記載があるものをいう。

(2)債券…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に債券を源泉

とする旨の記載があるものをいう。

(3)不動産投信(リート)…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質

的に不動産投資信託の受益証券及び不動産投資法人の投資証券を源泉とする

旨の記載があるものをいう。

(4)その他資産…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による主たる投資収益が実質的に上記

(1)から(3)に掲げる資産以外の資産を源泉とする旨の記載があるものをいう。なお、

その他資産と併記して具体的な収益の源泉となる資産の名称記載も可とする。

(5)資産複合…目論見書又は投資信託約款において、上記(1)から(4)に掲げる資産のうち複数の資産に

よる投資収益を実質的に源泉とする旨の記載があるものをいう。

［独立した区分］

(1)MMF(マネー・マネージメント・ファンド)…「MMF等の運営に関する規則」に定めるMMFをいう。

(2)MRF(マネー・リザーブ・ファンド)…「MMF等の運営に関する規則」に定めるMRFをいう。

(3)ETF…投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平成12年政令480号）第12条第1号及び第2号に規

定する証券投資信託並びに租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第9条の4の2に規定する上

場証券投資信託をいう。

［補足分類］

(1)インデックス型…目論見書又は投資信託約款において、各種指数に連動する運用成果を目指す旨の

記載があるものをいう。

(2)特殊型…目論見書又は投資信託約款において、投資者に対して注意を喚起することが必要と思われ

る特殊な仕組みあるいは運用手法の記載があるものをいう。なお、下記の属性区分で特殊

型の小分類において「条件付運用型」に該当する場合には当該小分類を括弧書きで付記す

るものとし、それ以外の小分類に該当する場合には当該小分類を括弧書きで付記できるも

のとする。

 

＜属性区分表定義＞

［投資対象資産による属性区分］

株式
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(1)一般…次の大型株、中小型株属性にあてはまらない全てのものをいう。

(2)大型株…目論見書又は投資信託約款において、主として大型株に投資する旨の記載があるものをい

う。

(3)中小型株…目論見書又は投資信託約款において、主として中小型株に投資する旨の記載があるもの

をいう。

債券

(1)一般…次の公債、社債、その他債券属性にあてはまらない全てのものをいう。

(2)公債…目論見書又は投資信託約款において、日本国又は各国の政府の発行する国債(地方債、政府

保証債、政府機関債、国際機関債を含む。以下同じ。)に主として投資する旨の記載がある

ものをいう。

(3)社債…目論見書又は投資信託約款において、企業等が発行する社債に主として投資する旨の記載が

あるものをいう。

(4)その他債券…目論見書又は投資信託約款において、公債又は社債以外の債券に主として投資する旨

の記載があるものをいう。

(5)格付等クレジットによる属性…目論見書又は投資信託約款において、上記(1)から(4)の「発行体」

による区分のほか、特にクレジットに対して明確な記載があるもの

については、上記(1)から(4)に掲げる区分に加え「高格付債」「低

格付債」等を併記することも可とする。

不動産投信…これ以上の詳細な分類は行わないものとする。

その他資産…組入れている資産を記載するものとする。

資産複合…以下の小分類に該当する場合には当該小分類を併記することができる。

(1)資産配分固定型…目論見書又は投資信託約款において、複数資産を投資対象とし、組入比率につい

ては固定的とする旨の記載があるものをいう。なお、組み合わせている資産を列

挙するものとする。

(2)資産配分変更型…目論見書又は投資信託約款において、複数資産を投資対象とし、組入比率につい

ては、機動的な変更を行なう旨の記載があるものもしくは固定的とする旨の記載

がないものをいう。なお、組み合わせている資産を列挙するものとする。

［決算頻度による属性区分］

(1)年１回…目論見書又は投資信託約款において、年１回決算する旨の記載があるものをいう。

(2)年２回…目論見書又は投資信託約款において、年２回決算する旨の記載があるものをいう。

(3)年４回…目論見書又は投資信託約款において、年４回決算する旨の記載があるものをいう。

(4)年６回(隔月)…目論見書又は投資信託約款において、年６回決算する旨の記載があるものをいう。

(5)年12回(毎月)…目論見書又は投資信託約款において、年12回(毎月)決算する旨の記載があるものを

いう。

(6)日々…目論見書又は投資信託約款において、日々決算する旨の記載があるものをいう。

(7)その他…上記属性にあてはまらない全てのものをいう。

［投資対象地域による属性区分(重複使用可能)］

(1)グローバル…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が世界の資産を源泉と

する旨の記載があるものをいう。なお、「世界の資産」の中に「日本」を含むか含ま

ないかを明確に記載するものとする。

(2)日本…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が日本の資産を源泉とする旨

の記載があるものをいう。

(3)北米…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が北米地域の資産を源泉とす

る旨の記載があるものをいう。

(4)欧州…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が欧州地域の資産を源泉とす

る旨の記載があるものをいう。

(5)アジア…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が日本を除くアジア地域の

資産を源泉とする旨の記載があるものをいう。
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(6)オセアニア…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益がオセアニア地域の資

産を源泉とする旨の記載があるものをいう。

(7)中南米…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が中南米地域の資産を源泉

とする旨の記載があるものをいう。

(8)アフリカ…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益がアフリカ地域の資産を

源泉とする旨の記載があるものをいう。

(9)中近東(中東)…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益が中近東地域の資産

を源泉とする旨の記載があるものをいう。

(10)エマージング…目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資収益がエマージング地

域(新興成長国(地域))の資産を源泉とする旨の記載があるものをいう。

［投資形態による属性区分］

(1)ファミリーファンド…目論見書又は投資信託約款において、親投資信託(ファンド・オブ・ファン

ズにのみ投資されるものを除く。)を投資対象として投資するものをいう。

(2)ファンド・オブ・ファンズ…「投資信託等の運用に関する規則」第2条に規定するファンド・オ

ブ・ファンズをいう。

［為替ヘッジによる属性区分］

(1)為替ヘッジあり…目論見書又は投資信託約款において、為替のフルヘッジ又は一部の資産に為替の

ヘッジを行う旨の記載があるものをいう。

(2)為替ヘッジなし…目論見書又は投資信託約款において、為替のヘッジを行なわない旨の記載がある

もの又は為替のヘッジを行う旨の記載がないものをいう。

［インデックスファンドにおける対象インデックスによる属性区分］

(1)日経225

(2)TOPIX

(3)その他の指数…前記指数にあてはまらない全てのものをいう。

［特殊型］

(1)ブル・ベア型…目論見書又は投資信託約款において、派生商品をヘッジ目的以外に用い、積極的に

投資を行うとともに各種指数・資産等への連動若しくは逆連動(一定倍の連動若しく

は逆連動を含む。)を目指す旨の記載があるものをいう。

(2)条件付運用型…目論見書又は投資信託約款において、仕組債への投資またはその他特殊な仕組みを

用いることにより、目標とする投資成果(基準価額、償還価額、収益分配金等)や信

託終了日等が、明示的な指標等の値により定められる一定の条件によって決定され

る旨の記載があるものをいう。

(3)ロング・ショート型／絶対収益追求型…目論見書又は投資信託約款において、特定の市場に左右さ

れにくい収益の追求を目指す旨若しくはロング・ショート戦

略により収益の追求を目指す旨の記載があるものをいう。

(4)その他型…目論見書又は投資信託約款において、上記(1)から(3)に掲げる属性のいずれにも該当し

ない特殊な仕組みあるいは運用手法の記載があるものをいう。
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＜ファンドの特色＞
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（２）【ファンドの沿革】

2019年2月15日 信託契約締結、ファンドの設定日、運用開始(予定)

（３）【ファンドの仕組み】

■当ファンドの運営の仕組み■

《当ファンドの関係法人とその役割》

①　ベイビュー・アセット・マネジメント株式会社（委託会社）

当ファンドおよびマザーファンドの委託会社として、受益権の発行、信託財産の運用指図、目論

見書および運用報告書の作成等を行います。

②　三井住友信託銀行株式会社（受託会社）

　　　（再信託受託会社：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社）

委託会社との契約により、当ファンドおよびマザーファンドの受託会社として、信託財産の保

管・管理業務および信託財産の計算等を行います。

③　ビクトリー・キャピタル・マネジメント・インク（投資顧問会社）

委託会社との契約により、マザーファンドに関し、委託会社から運用の指図に関する権限の委託

を受け、マザーファンドの運用指図を行います。

④　販売会社

委託会社との契約により、当ファンドの販売会社として、受益権の募集の取扱い、目論見書の交

付、運用報告書に記載すべき事項のうち重要な事項のみを記載した交付運用報告書の交付代行、

収益分配金の再投資に関する事務、収益分配金・一部解約金・償還金の支払い等を行います。

※1： 受益権の募集の取扱い、一部解約請求に関する事務、収益分配金、償還金、一部解約金の

支払いに関する事務の内容等が規定されています。

※2： 「投資信託及び投資法人に関する法律」に基づいて、あらかじめ監督官庁に届け出られた

信託約款の内容に基づき締結されます。証券投資信託の運営に関する事項（運用方針、委

託会社および受託会社の業務、受益者の権利、信託報酬、信託期間等）が規定されていま

す。

※3： 投資顧問会社に運用の指図に関する権限を委託するにあたり、委託する業務内容、報酬の

取決めの内容などが規定されています。

■ファミリーファンド方式の仕組み■
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■委託会社の概況(2018年10月末現在)■

・名称

ベイビュー・アセット・マネジメント株式会社

・本店の所在の場所

東京都千代田区一番町２９番地１ 番町ハウス

・資本金の額

100百万円

・会社の沿革

1998年1月 Robertson Stephens Investment Management(以下RSIM社、現

RS Investments)の子会社としてRS アセット・マネジメント株

式会社(以下、RSAM社)設立

2002年4月 RSAM社の経営陣及び従業員が、RSAM社の過半数株式(90％)を

RSIM社より取得

2007年1月 社名をRSAM社から「ベイビュー・アセット・マネジメント株式

会社」へ変更

2007年3月 RSIM社の保有する「ベイビュー・アセット・マネジメント株式

会社」の全株式(10％)を買取り、完全独立。

・大株主の状況

名称 住所 所有株式数 比率

ベイビュー・ホールディングス株式会社
東京都千代田区一番町２９番地１

番町ハウス
531株 100％
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２【投資方針】

（１）【投資方針】

１．基本方針

　当ファンドは、信託財産の中長期的成長を目指して運用を行います。

２．運用方法

(1)投資対象

「ＵＳマイクロキャップ株式マザーファンド」受益証券を主要投資対象とします。

(2)投資態度

①主として、マザーファンド受益証券への投資を通じて、バリュエーションが適正で中長期的に高

い業績成長が見込まれる米国の金融商品取引所に上場されているマイクロキャップ株式（預託証

書を含みます。以下同じ。）に投資します。

②マザーファンドにおける運用指図に関する権限を、ビクトリー・キャピタル・マネジメント・イ

ンクに委託します。

③実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行いません。

④株式の実質組入比率は、原則として高位を維持することを基本とします。

⑤ただし、市況急変時の対応として、またはファンドの資金動向や投資環境等によって、上記のよ

うな運用ができない場合、もしくは運用者の判断で上記のような運用を行わない場合がありま

す。

（２）【投資対象】

①投資の対象とする資産の種類

 １．投資の対象とする資産の種類は、次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投

資法人に関する法律第2条第1項で定めるものをいいます。以下同じ。）とします。

イ．有価証券

ロ．デリバティブ取引にかかる権利（金融商品取引法第2条第20項に規定するものをいい、

約款第22条、第23条および第24条に定めるものに限ります。）

ハ．約束手形（イに掲げるものに該当するものを除きます。）

ニ．金銭債権（イおよびハに掲げるものに該当するものを除きます。）

２．次に掲げる特定資産以外の資産

イ．為替手形

②有価証券および金融商品の指図範囲等

委託会社は、信託金を、主としてベイビュー・アセット・マネジメント株式会社を委託者と

し、三井住友信託銀行株式会社を受託者として締結されたマザーファンド受益証券のほか、次の

有価証券（金融商品取引法第2条第2項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利

を除きます。）に投資することを指図します。

１.株券または新株引受権証書

２.国債証券

３.地方債証券

４.特別の法律により法人の発行する債券

５.社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新

株引受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。）

６.資産の流動化に関する法律に規定する特定社債券（金融商品取引法第2条第1項第4号で定め

るものをいいます。）
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７.特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第2条第1項第6号で

定めるものをいいます。）

８.協同組織金融機関にかかる優先出資証券（金融商品取引法第2条第1項第7号で定めるものを

いいます。）

９.資産の流動化に関する法律に規定する優先出資証券または新優先出資引受権を表示する証

券（金融商品取引法第2条第1項第8号で定めるものをいいます。）

10.コマーシャル・ペーパー

11.新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）

および新株予約権証券

12.外国または外国の者の発行する証券または証書で、前各号の証券または証書の性質を有す

るもの

13.投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第2条第1項第10号で定めるもの

をいいます。）

14.投資証券もしくは投資法人債券または外国投資証券（金融商品取引法第2条第1項第11号で

定めるものをいいます。）

15.外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第2条第1項第18号で定めるものをいいま

す。）

16.オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第2条第1項第19号で定めるものを

いい、有価証券にかかるものに限ります。）

17.預託証書（金融商品取引法第2条第1項第20号で定めるものをいいます。）

18.外国法人が発行する譲渡性預金証書

19.指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第2条第1項第14号で定めるものをいいます。）

20.抵当証券（金融商品取引法第2条第1項第16号で定めるものをいいます。）

21.貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第2条第1項第14号で定める受益証券発行信託

の受益証券に表示されるべきもの

22.外国の者に対する権利で前号の有価証券の性質を有するもの

なお、第1号の証券または証書、第12号および第17号の証券または証書のうち第1号の証券または

証書の性質を有するものを以下「株式」といい、第2号から第6号までの証券ならびに第12号および

第17号の証券または証書のうち、第2号から第6号までの証券の性質を有するものおよび投資法人債

券を以下「公社債」といいます。また、第13号の証券および第14号の証券（投資法人債券を除きま

す。）を以下「投資信託証券」といい、投資信託証券が不動産投資信託証券（一般社団法人投資信

託協会規則に定める不動産投資信託証券をいいます。）である場合は、上場不動産投資信託証券に

限るものとします。

　③金融商品の指図範囲

委託会社は、信託金を、前記②に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取

引法第2条第2項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。以下同

じ。）により運用することを指図することができます。

１.預金

２.指定金銭信託（金融商品取引法第2条第1項第14号に規定する受益証券発行信託を除きま

す。）

３.コール・ローン

４.手形割引市場において売買される手形

５.貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第2条第2項第1号で定めるもの

６.外国の者に対する権利で前号の権利の性質を有するもの

　④その他の投資対象

１．先物取引等の運用指図
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(a)委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、わが国の金融商品取引

所における有価証券先物取引（金融商品取引法第28条第8項第3号イに掲げるものをいいま

す。）、有価証券指数等先物取引（金融商品取引法第28条第8項第3号ロに掲げるものをい

います。）および有価証券オプション取引（金融商品取引法第28条第8項第3号ハに掲げる

ものをいいます。）ならびに外国の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を行うこと

の指図をすることができます。なお、選択権取引はオプション取引に含めるものとします

（以下同じ。）。

(b)委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、わが国の金融商品取引

所における通貨にかかる先物取引およびオプション取引ならびに外国の金融商品取引所に

おける通貨にかかる先物取引およびオプション取引を行うことの指図をすることができま

す。

(c)委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、わが国の金融商品取引

所における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の金融商品取引所にお

けるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることができます。

２．スワップ取引の運用指図

(a)委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なっ

た受取金利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下

「スワップ取引」といいます。）を行うことの指図をすることができます。

(b)スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超えな

いものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについて

は、この限りではありません。

(c)スワップ取引の指図にあたっては、当該信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の総額

とマザーファンドの信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の総額のうち信託財産に属

するとみなした額との合計額（以下「スワップ取引の想定元本の合計額」といいます。以

下本項において同じ。）が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。なお、信託

財産の一部解約等の事由により、上記純資産総額が減少して、スワップ取引の想定元本の

合計額が信託財産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、そ

の超える額に相当するスワップ取引の一部の解約を指図するものとします。

(d)(c)においてマザーファンドの信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の総額のうち信

託財産に属するとみなした額とは、マザーファンドの信託財産にかかるスワップ取引の想

定元本の総額に、マザーファンドの信託財産の純資産総額に占める信託財産に属するマ

ザーファンドの受益証券の時価総額の割合を乗じて得た額とします。

(e)スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場の実勢金利等をもとに算出した価額

で行うものとします。

(f)委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたとき

は、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。

３．金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図

(a)委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引および為

替先渡取引を行うことの指図をすることができます。

(b)金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として

信託期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能

なものについては、この限りではありません。

(c)金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場の実勢金利等を

もとに算出した価額で行うものとします。

(d)委託会社は、金利先渡取引および為替先渡取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れ

が必要と認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。
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（３）【運用体制】

ファンドの運用に関する主な会議及び組織は以下のとおりです。

会議 役割・機能

運用会議 運用に関わる基本事項を審議し、運用が適切かつ適正に行われる体制を整え

ることを目的として、原則月１回会議を開催しています。

主に以下の項目についての承認及び報告を行います。

①運用計画及び運用計画の変更の承認

②投資ガイドラインの遵守状況の報告

③運用再委託先の運用状況及び委託事項の遵守状況の報告

④運用再委託先の運用体制に関する報告

法務・

コンプライアンス委員会

業務執行に際して生じる多様な法務・コンプライアンス上の諸事案について

の基本事項および関連事項を審議、報告することを目的として、原則月１回

会議を開催しています。

組織 役割・機能

グローバル資産運用部 当ファンドおよびマザーファンドの円のキャッシュ・マネジメント、ビクト

リー・キャピタル・マネジメント・インクへの運用の委託に伴う外貨の送回

金を行います。同時に、上記の運用委託先の運用状況が、投資ガイドライン

に沿ったものであるかを確認するとともに、同委託先の管理体制等について

調査ならびに評価を行います。

運用管理部 信託財産の管理事務を行うとともに、パフォーマンスの測定・分析を行いま

す。

運用企画部 運用状況のモニタリングを行うとともに、運用報告書、月次レポート等で運

用状況を開示します。

コンプライアンス室 法令遵守状況の管理を行います。

委託会社における投資信託の内部管理及び意思決定を監督する組織等は以下の通りです。

≪委託会社によるファンドの関係法人（販売会社を除く）に対する管理体制等≫

受託会社に対しては、日々の純資産照合、月次の勘定残高照合などを行っています。また、受託会社

より内部統制の整備および運用状況の報告書を受け取っています。

投資顧問会社については、投資顧問会社の管理体制およびリスク管理の状況のモニタリングをリスク

管理担当部門にて行っています。また運用担当部門では外部委託ファンドの運用管理を行い、投資方針

に沿った運用が行われているかなどのモニタリングを行っています。

ファンドの運用体制等は有価証券届出書提出日現在のものであり、今後変更となる場合があります。
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（４）【分配方針】

年1回の決算時（原則として10月25日、休業日の場合は翌営業日）に、原則として以下の方針に基

づき分配を行います。

①分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子、配当収入および売買益（評価益を含みま

す。）等の全額とします。

②収益分配金額は、委託会社が基準価額水準等を勘案して決定します。ただし、分配対象額が少額の

場合は分配を行わないこともあります。

③留保益については、特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行いま

す。

＊委託会社の判断により分配を行わない場合もあります。また、将来の分配金の支払いおよびその金

額について示唆、保証するものではありません。

（５）【投資制限】

信託約款で定める投資制限

①株式への実質投資割合には制限を設けません。

②外貨建資産への実質投資割合には制限を設けません。

③投資信託証券（上場投資信託証券およびマザーファンド受益証券を除きます。）への実質投資割合

は、信託財産の純資産総額の5％以下とします。

④新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の20％以下とし

ます。

⑤同一銘柄の株式への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の10％以下とします。

⑥同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への実質投資割合は、信託財産の純資産総額の

5％以下とします。

⑦同一銘柄の転換社債および転換社債型新株予約権付社債への実質投資割合は、信託財産の純資産総

額の10％以下とします。

⑧一般社団法人投資信託協会規則に定める合理的な方法により算出した額が、信託財産の純資産総額

を超えることとなるデリバティブ取引等（同規則に定めるデリバティブ取引等をいいます。）の指

図をしません。

⑨一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等エクス

ポージャーおよびデリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則

として、それぞれ100分の10、合計で100分の20を超えないものとし、当該比率を超えることとなっ

た場合には、委託者は、一般社団法人投資信託協会規則に従い当該比率以内となるよう調整を行う

こととします。

⑩デリバティブの利用はヘッジ目的に限定しません。

⑪投資する株式等の範囲

１.委託会社が投資することを指図する株式、新株引受権証券および新株予約権証券は、金融商品

取引所に上場されている株式の発行会社の発行するものおよび金融商品取引所に準ずる市場に

おいて取引されている株式の発行会社の発行するものとします。ただし、株主割当または社債

権者割当により取得する株式、新株引受権証券および新株予約権証券については、この限りで

はありません。

２.前記１．の規定にかかわらず、上場予定または登録予定の株式、新株引受権証券および新株予

約権証券で目論見書等において上場または登録されることが確認できるものについては、委託

会社が投資することを指図することができるものとします。

⑫信用取引の指図範囲

１．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売付

けることの指図を行うことができます。なお、当該売付けの決済については、株券の引渡しま

たは買戻しにより行うことの指図をすることができるものとします。
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２．前記１．の信用取引の指図は、当該売付けにかかる建玉の時価総額とマザーファンドの信託財

産に属する当該売付けにかかる建玉のうち信託財産に属するとみなした額（信託財産に属する

マザーファンドの受益証券の時価総額にマザーファンドの信託財産の純資産総額に占める当該

売付けにかかる建玉の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。）との合計額が、信託財産

の純資産総額の範囲内とします。

３．信託財産の一部解約等の事由により、前記２．の売付けにかかる建玉の時価総額が信託財産の

純資産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する売

付けの一部を決済するための指図を行うこととします。

４．委託会社は、信託財産で保有する有価証券を信用取引の委託保証金の代用として差入れること

の指図をすることができるものとします。

⑬先物取引等の運用指図

１．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、わが国の金融商品取引所に

おける有価証券先物取引（金融商品取引法第28条第8項第3号イに掲げるものをいいます。）、

有価証券指数等先物取引（金融商品取引法第28条第8項第3号ロに掲げるものをいいます。）お

よび有価証券オプション取引（金融商品取引法第28条第8項第3号ハに掲げるものをいいま

す。）ならびに外国の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすること

ができます。なお、選択権取引は、オプション取引に含めるものとします（以下同じ。）。

２．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、わが国の金融商品取引所に

おける通貨にかかる先物取引およびオプション取引ならびに外国の金融商品取引所における通

貨にかかる先物取引およびオプション取引を行うことの指図をすることができます。

３．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、わが国の金融商品取引所に

おける金利にかかる先物取引およびオプション取引ならびに外国の金融商品取引所におけるこ

れらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることができます。

⑭スワップ取引の運用指図

１．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった通貨、異なった受

取金利または異なった受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引（以下「スワッ

プ取引」といいます。）を行うことの指図をすることができます。

２．スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超えないも

とします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについては、この限り

ではありません。

３．スワップ取引の指図にあたっては、当該信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の総額とマ

ザーファンドの信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の総額のうち信託財産に属するとみ

なした額との合計額（以下「スワップ取引の想定元本の合計額」といいます。以下本項におい

て同じ。）が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。なお、信託財産の一部解約等

の事由により、上記純資産総額が減少して、スワップ取引の想定元本の合計額が信託財産の純

資産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当するス

ワップ取引の一部の解約を指図するものとします。

４．前記３．においてマザーファンドの信託財産にかかるスワップ取引の想定元本の総額のうち信

託財産に属するとみなした額とは、マザーファンドの信託財産にかかるスワップ取引の想定元

本の総額に、マザーファンドの信託財産の純資産総額に占める信託財産に属するマザーファン

ドの受益証券の時価総額の割合を乗じて得た額とします。

５．スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場の実勢金利等をもとに算出した価額で行

うものとします。

６．委託会社は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、

担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。

⑮金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図

１．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、金利先渡取引および為替先

渡取引を行うことの指図をすることができます。

EDINET提出書類

ベイビュー・アセット・マネジメント株式会社(E27736)

有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

21/70



２．金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として信託

期間を超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものに

ついては、この限りではありません。

３．金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場の実勢金利等をもと

に算出した価額で行うものとします。

４．委託会社は、金利先渡取引および為替先渡取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必

要と認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行うものとします。

⑯有価証券の貸付の指図および範囲

１．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式およ

び公社債を次の各号の範囲内で貸付の指図を行うことができます。

イ．株式の貸付は、貸付時点において、貸付株式の時価合計額が、信託財産で保有する株式の

時価合計額を超えないものとします。

ロ．公社債の貸付は、貸付時点において、貸付公社債の額面金額の合計額が、信託財産で保有

する公社債の額面金額の合計額を超えないものとします。

２．前記イ．ロ．に定める限度額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超え

る額に相当する契約の一部の解約を指図するものとします。

３．委託会社は、有価証券の貸付にあたって必要と認めたときは、担保の受入れの指図を行うもの

とします。

⑰公社債の空売りの指図および範囲

１．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、信託財産において信託財産

に属さない公社債を売付けることの指図を行うことができます。なお、当該売付の決済につい

ては、公社債（後記⑱の規定により借り入れた公社債を含みます。）の引渡しまたは買戻しに

より行うことの指図をすることができるものとします。

２．前記１．の売付の指図は、当該売付にかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲

内とします。

３．信託財産の一部解約等の事由により、前記２．の売付にかかる公社債の時価総額が信託財産の

純資産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する売

付の一部を決済するための指図を行うものとします。

⑱公社債の借入れ

１．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図を行

うことができます。なお、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めたとき

は、担保の提供の指図を行うものとします。　

２．前記１．の指図は、当該借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内と

します。

３．信託財産の一部解約等の事由により、前記２．の借入れにかかる公社債の時価総額が信託財産

の純資産総額を超えることとなった場合には、委託会社は速やかに、その超える額に相当する

借入れた公社債の一部を返還するための指図を行うものとします。

４．前記１．の借入れにかかる品借料は信託財産中から支弁します。

⑲外国為替予約の指図および範囲

１．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、外国為替の売買の予約取引

の指図を行うことができます。　

２．前記１．の予約取引の指図は、信託財産にかかる為替の買予約の合計額とマザーファンドの信

託財産にかかる為替の買予約の合計額のうち信託財産に属するとみなした額との総合計額と、

信託財産にかかる為替の売予約の合計額とマザーファンドの信託財産にかかる為替の売予約の

合計額のうち信託財産に属するとみなした額との総合計額との差額につき円換算した額が、信

託財産の純資産総額を超えないものとします。ただし、信託財産に属する外貨建資産（外貨建

有価証券、預金その他の資産をいいます。以下同じ。）とマザーファンドの信託財産に属する
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外貨建資産のうち信託財産に属するとみなした額の合計額についての為替変動リスクを回避す

るためにする当該予約取引の指図については、この限りではありません。

３．前記２．においてマザーファンドの信託財産にかかる為替の買予約の合計額のうち信託財産に

属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の時価総額に、マザー

ファンドの信託財産の純資産総額に占めるマザーファンドの信託財産にかかる為替の買予約の

合計額の割合を乗じて得た額をいい、マザーファンドの信託財産にかかる為替の売予約の合計

額のうち信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザーファンドの受益証券の

時価総額に、マザーファンドの信託財産の純資産総額に占めるマザーファンドの信託財産にか

かる為替の売予約の合計額の割合を乗じて得た額をいいます。また、マザーファンドの信託財

産に属する外貨建資産のうち信託財産に属するとみなした額とは、信託財産に属するマザー

ファンドの受益証券の時価総額に、マザーファンドの信託財産の純資産総額に占めるマザー

ファンドの信託財産に属する外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいます。

４．前記２．の限度額を超えることとなった場合には、委託会社は所定の期間内にその超える額に

相当する為替予約の一部を解消するための外国為替の売買の予約取引の指図をするものとしま

す。

⑳資金の借入れ

１．委託会社は、信託財産に属する資産の効率的な運用ならびに運用の安定性を図るため、一部解

約に伴う支払資金の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を

含みます。）を目的として、または再投資にかかる収益分配金の支払資金の手当てを目的とし

て、資金借入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の指図をすることができます。な

お、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものとします。　

２．一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信

託財産で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始

日から信託財産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金

支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が5営業日以内で

ある場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価証券等の売却代金、有価証券等の解約代金お

よび有価証券等の償還金の合計額を限度とします。

３．収益分配金の再投資にかかる借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌

営業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。

４．借入金の利息は信託財産中より支弁します。

法令に定められた投資制限

①デリバティブ取引に係る投資制限（金融商品取引業等に関する内閣府令第130条第1項第8号）

委託会社は、信託財産に関し、金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係

る変動その他の理由により発生し得る危険に対応する額としてあらかじめ委託会社が定めた合理的

な方法により算出した額が当該信託財産の純資産額を超えることとなる場合において、デリバティ

ブ取引（新株予約権証券またはオプションを表示する証券もしくは証書に係る取引および選択権付

債券売買を含みます。）を行い、または継続することを受託会社に指図しないものとします。
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②同一法人の発行する株式への投資制限（投資信託及び投資法人に関する法律第9条）

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、その運用の指図を行うすべての委託者指図型投資信

託につき、信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数（株主総会において決議をすること

ができる事項の全部につき議決権を行使することができない株式についての議決権を除き、会社法

第879条第3項の規定により議決権を有するものとみなされる株式についての議決権を含みます。）

が、当該株式に係る議決権の総数に100分の50を乗じて得た数を超えることとなる場合において

は、信託財産をもって当該株式を取得することを受託会社に指図することが禁じられています。

（参考）親投資信託：ＵＳマイクロキャップ株式マザーファンドの投資方針

1.基本方針

信託財産の中長期的成長を目指して運用を行います。

2.運用方法

(1)投資対象

米国の金融商品取引所上場株式を主要投資対象とします。

(2)投資態度

①主としてバリュエーションが適正で、中長期的に高い業績成長が見込まれる米国の金融商品取引所

に上場されているマイクロキャップ株式（預託証書を含みます。）に投資します。

②運用指図に関する権限をビクトリー・キャピタル・マネジメント・インクに委託します。

③組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行いません。

④株式の組入比率は、原則として高位を維持することを基本とします。

⑤ただし、市況急変時の対応として、またはファンドの資金動向や投資環境等によって、上記のよう

な運用ができない場合、もしくは運用者の判断で上記のような運用を行わない場合があります。
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３【投資リスク】

≪基準価額の変動要因≫

当ファンドは、マザーファンド受益証券への投資等を通じて、株式等の値動きのある有価証券に投資

し、有価証券先物取引等を活用することがありますので、ファンドの基準価額は変動します。

従って、投資者の皆様の投資元金は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被

り、投資元金を割り込むことがあります。ファンドの運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属しま

す。また、投資信託は預貯金と異なります。 

［株価変動リスク］

株式の価格は、個々の企業活動や国内外の政治・経済・金融情勢等に応じて変動します。従って、当

ファンドに組入れられる株式の価格は短期的または長期的に下落する可能性があり、これらの価格変動

または流動性に予想外の変動があった場合、重大な損失が生じる場合があります。一般的にマイクロ

キャップの株式は、株式市場平均に比べ価格変動が大きくなる傾向があり、株価変動リスクが相対的に

高くなる可能性があります。

［為替変動リスク］

外貨建資産の円換算価値は、資産自体の価格変動のほか、当該外貨の円に対する為替レートの変動の

影響を受けます。為替レートは、各国・地域の金利動向、政治・経済情勢、為替市場の需給その他の要

因により大幅に変動することがあります。組入外貨建資産について、当該外貨の為替レートが円高方向

に進んだ場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元金を割り込むことがあります。

なお、当ファンドにおいて、外貨建資産の為替変動リスクを回避するための為替ヘッジは行いませ

ん。そのため、基準価額は、為替レートの変動の影響を直接受けます。

［カントリーリスク］

投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、または取引に

対して新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想外に下落したり、方針に沿った運用が困難と

なることがあります。

［信用リスク］

組入れられる株式や債券等の有価証券やコマーシャル・ペーパー等の短期金融商品は、発行体に債務

不履行が発生あるいは懸念される場合には価格が下がることがあり、また、投資資金を回収できなくな

ることがあります。

［流動性リスク］

大量の換金があった場合、換金代金を手当てするため保有有価証券を売却しなければならないことが

あり、その際には市場動向や取引量等の状況によって、基準価額が大きく変動することがあります。当

ファンドはマザーファンドの受益証券への投資を通じて運用を行いますので、同じマザーファンドに投

資するベビーファンドに追加設定・換金等に伴う資金変動があり、その結果マザーファンドにおいて売

買等が生じた場合等には、当ファンドの基準価額に影響が及ぶ場合があります。一般的にマイクロ

キャップの株式は、株式市場平均に比して時価総額が小さく、取引量が少ないため、流動性リスクが相

対的に高くなる可能性があります。

その他の留意事項

［システムリスク・市場リスク等に関する事項］

証券市場は、世界的な経済事情の急変またはその国における天災地変、政変、経済事情の変化、政策

の変更もしくはコンピューター・ネットワーク関係の不慮の出来事等の諸事情により閉鎖されることが

あります。このような場合、一時的に換金等ができないこともあります。また、これらにより、一時的

にファンドの運用方針に基づく運用ができなくなるリスク等もあります。
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※基準価額の変動要因（投資リスク）は、上記に限定されるものではありません。

≪その他の留意点≫

◆当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適

用はありません。

◆資金動向、市況動向等によっては、また、不慮の出来事等が起きた場合には、投資方針に沿った運用

ができない場合があります。

◆当ファンドは、信託財産の受益権の残存口数が10億口を下回ることとなった場合等は、繰上償還され

ることがあります。

◆当ファンドは、ファミリーファンド方式により運用を行います。そのため、当ファンドが投資対象と

するマザーファンドを共有する他のベビーファンドの追加設定・解約によってマザーファンドに売買

が生じた場合などには、当ファンドの基準価額に影響する場合があります。

◆取引所における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない事情があると

きは、ご換金の受付を中止することがあります。また、信託財産の資金管理等を円滑に行うため、大

口の換金申込には制限を設ける場合があります。

◆有価証券への投資等ファンドにかかる取引にあたっては、取引の相手方の倒産等により契約が不履行

になる可能性があります。

◆当ファンドは、計算期間中に発生した運用収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買

益）を超えて分配を行なう場合があります。したがって、ファンドの分配金の水準は必ずしも計算期

間におけるファンドの収益率を示唆するものではありません。

投資者の個別元本（追加型投資信託を保有する投資者毎の取得元本）の状況によっては、分配金額の

一部または全部が、実質的に元本の一部払戻しに相当する場合があります。

分配金は、預貯金の利息とは異なりファンドの純資産から支払われますので、分配金支払い後の純資

産はその相当額が減少することとなり、基準価額が下落する要因となります。計算期間中に運用収益

があった場合においても、当該運用収益を超えて分配を行なった場合、当期決算日の基準価額は前期

決算日の基準価額と比べて下落することになります。
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≪委託会社におけるリスク管理体制≫

委託会社におけるリスク管理体制の概要は下図の通りです。

・ファンドのリスク管理は、運用担当部門においてリスク指標等を常時モニタリングしています。ま

た、社内規程やガイドライン等に基づき、運用担当部門から独立したリスク管理担当部門により、

モニタリング等のリスク管理を行っています。

・リスク管理の状況は、リスク管理担当部門から運用担当部門にフィードバックされると共に、法

務・コンプライアンス委員会、運用会議等で経営陣に報告され、必要に応じて適切な措置が講じら

れることになっております。

≪投資顧問会社におけるリスク管理体制≫

リスク管理は、最高経営責任者、最高投資責任者、及び最高コンプライアンス責任者をリスク管理

の責任者とし、中小型株式の運用に関するリスク等について、日々、分析および評価を実施していま

す。また、トレーディング部門において、トレーダーとは別に決済専門の担当者を配置し、正確な約

定内容のポートフォリオへの反映を行うと共に、運用部門と分離された管理部門の担当者が、日々の

ポートフォリオの維持・管理を行っています。運用担当者はファンド毎に定められた投資制限の範囲

内で最適な投資判断を行い、トレーディング担当者は最良執行を目指します。また、各部門が適正に

機能しているか、関係法令を遵守しているかどうかをチェックするため、コンプライアンス責任者

が、それぞれ独自に各部門の業務内容を監視します。

※投資リスクに関する管理体制等は有価証券届出書提出日現在のものであり、今後変更となる場合が

あります。
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＜参考情報＞
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４【手数料等及び税金】

（１）【申込手数料】

取得申込日の翌営業日の基準価額(当初申込期間中は1口当たり1円)に、3.24％
＊
(申込手数料および

当該申込手数料にかかる消費税等に相当する率)(税抜3.00％)以内
※
で販売会社が独自に定める率を

乗じて得た額とします。

＊消費税率が10％となった場合は、3.30％となります。

※詳しくは、販売会社にお問い合わせ下さい。販売会社については、委託会社までお問い合わせ下

さい。

（２）【換金(解約)手数料】

換金手数料はありません。

（３）【信託報酬等】

信託報酬の額は、ファンドの計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に対し、年

2.0952％
＊
(税抜1.94％)の率を乗じて得た金額とします。信託報酬にかかる委託会社、販売会社お

よび受託会社の間の配分(税抜)は次の通りです。

信託報酬＝運用期間中の基準価額×信託報酬率

委託会社 年1.2％ 委託した資金の運用の対価

販売会社 年0.7％
運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンド

の管理、購入後の情報提供等の対価

受託会社 年0.04％ 運用財産の管理、委託会社からの指図の実行の対価

＊消費税率が10％となった場合は、年率2.134％となります。

信託報酬は、毎計算期間の最初の6ヶ月終了日および毎計算期末または信託終了のとき（ただ

し、該当日が休業日の場合は翌営業日とします。）、信託財産中から支弁します。また信託報酬に

かかる消費税等相当額を信託報酬支弁のときに信託財産中から支弁します。

委託会社の報酬には、マザーファンドの運用の指図の委託を受けた会社の報酬（年0.60％）が含

まれております。

（４）【その他の手数料等】

①　信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用（マザーファンドに関連して生じた費用

のうち、マザーファンドにおいて負担せず、かつ委託会社の合理的な判断によりこの信託に関連し

て生じたものと認めるものを含みます。）および受託者の立替えた立替金の利息（②に掲げる諸費

用を含め、以下「諸経費」といいます。）は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁します。

②　前記①に定める諸費用のほか、以下の諸費用（消費税等相当額を含みます。）は、受益者の負担

とし、信託財産中から支弁することができます。なお、１．から５．までに該当する業務を委託す

る場合は、その委託費用を含みます。

１．受益権の管理事務に関する費用

２．有価証券届出書、有価証券報告書、信託約款、目論見書、運用報告書その他法令により必要と

される書類の作成、印刷、届出および交付にかかる費用

３．この信託の受益者に対してする公告にかかる費用

４．この信託にかかる計理業務（設定解約、約定処理、基準価額算出、決算処理等）およびこれに

付随する業務(法定帳簿管理、法定報告にかかる業務等)の費用

５．この信託の監査費用、法律顧問および税務顧問に対する報酬および費用

EDINET提出書類

ベイビュー・アセット・マネジメント株式会社(E27736)

有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

29/70



③　委託会社は、前記②に定める諸費用の支払いを信託財産のために行い、支払金額の支弁を信託財

産から受けることができ、また、現に信託財産のために支払った金額の支弁を受けることについ

て、あらかじめ受領する金額に上限を付することができます。この場合、委託会社は、信託財産の

規模等を考慮して、かかる上限額を期中に見直すことができます。

④  前記③に基づいて実際に支払った金額の支弁を受ける代わりに、委託会社は、かかる諸費用の金

額をあらかじめ合理的に見積もった上で、実際の費用額にかかわらず、合理的な見積率により計算

した金額を諸費用とみなして、その支弁を信託財産から受けることもできます。この場合、委託会

社は、かかる見積率に上限を付することとし、その上限の範囲内で、かかる見積率を期中に見直す

ことができます。

⑤  前記④の場合において、前記②に定める諸費用としてみなす額は、信託財産の純資産総額に見積

率（前記④に規定する見積率の上限は、年10,000分の10とします。）を乗じて得た額とし、信託期

間の全部または一部において計上され、委託会社が定めた時期に信託財産中から支弁するものとし

ます。

⑥  委託会社は、前記③に定める方法または前記④に定める方法のいずれを用いるかについて、信託

期間を通じて期中に見直すことができます。

⑦　②に定める諸費用の額は、毎計算期間の最初の6ヶ月終了日および毎計算期末または信託終了の

とき（ただし、該当日が休業日の場合は翌営業日とします。）、当該諸費用にかかる消費税等に相

当する金額とともに信託財産中から支弁します。

⑧　ファンドにおいて一部解約の実行に伴い、信託財産留保額
※
をご負担いただきます。信託財産留

保額は、換金申込日の翌営業日の基準価額に0.3％の率を乗じて得た額を1口当たりに換算して、換

金する口数に応じてご負担いただきます。

※「信託財産留保額」とは、償還時まで投資を続ける投資家との公平性の確保やファンド残高の

安定的な推移を図るため、クローズド期間の有無に関係なく、信託期間満了前の解約に対し解

約者から徴収する一定の金額をいい、信託財産に繰り入れられます。

＊これらの費用等は、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示すること

ができません。

（５）【課税上の取扱い】

課税上は、株式投資信託として取扱われます。

■個人、法人別の課税について■

◆個人の投資家に対する課税

＜収益分配金に対する課税＞

分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については、20.315％(国税(所得税及び復興特別所得

税)15.315％および地方税5％)の税率による源泉徴収が行なわれます。なお、確定申告により、申

告分離課税もしくは総合課税のいずれかを選択することもできます。

なお、配当控除の適用があります。

＜換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）に対する課税＞

換金(解約)時および償還時の差益(譲渡益)については、申告分離課税により20.315％(国税

15.315％および地方税5％)の税率が適用され、源泉徴収口座を選択した場合は20.315％の税率によ

り源泉徴収が行なわれます。

［譲渡損失と収益分配金との間の損益通算について］

換金(解約)時および償還時の差損(譲渡損失)については、確定申告等により上場株式等の配当所

得(申告分離課税を選択した収益分配金・配当金に限ります。)との通算が可能です。

なお、特定公社債等（公募公社債投資信託を含みます。）の譲渡益および利子等も通算が可能で

す。

［少額投資非課税制度「愛称：NISA(ニーサ)」について］
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公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「愛称：NISA(ニーサ)」および未成年者少額投

資非課税制度「愛称：ジュニアNISA(ジュニアニーサ)」の適用対象です。NISAおよびジュニアNISA

をご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得

及び譲渡所得が一定期間非課税となります。他の口座で生じた配当所得や譲渡所得との損益通算は

できません。ご利用になれるのは、販売会社で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する

方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせ下さい。

◆法人の投資家に対する課税

　分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに換金(解約)時および償還時の個別元本超過額に

ついては、15.315％(国税15.315％)の税率で源泉徴収
※
が行なわれます。なお、地方税の源泉徴収

はありません。

※源泉税は所有期間に応じて法人税額から控除

税金の取扱いの詳細については税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

なお、買取りによるご換金について、詳しくは販売会社にお問い合わせ下さい。

■個別元本について■

◆追加型投資信託を保有する受益者毎の取得元本をいいます。

◆受益者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合や受益者が元本払戻金（特別分配金）を受け

取った場合などには、当該受益者の個別元本が変わりますので、詳しくは販売会社へお問い合わせ

下さい。
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■分配金の課税について■

◆分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」

（受益者毎の元本の一部払戻しに相当する部分）があります。

①分配金落ち後の基準価額が受益者の個別元本と同額の場合または受益者の個別元本を上回って

いる場合には分配金の全額が普通分配金となります。

②分配金落ち後の基準価額が受益者の個別元本を下回っている場合には、その下回る部分の額が

元本払戻金（特別分配金）となり、分配金から元本払戻金（特別分配金）を控除した額が普通

分配金となります。なお、受益者が元本払戻金（特別分配金）を受け取った場合、分配金発生

時にその個別元本から元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の受益者の個別元本

となります。

※上図はあくまでもイメージ図であり、個別元本や基準価額、分配金の各水準等を示唆するものではあり

ません。

＊税法が改正された場合等は、上記「(5)課税上の取扱い」の内容が変更になる場合があります。
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５【運用状況】

ファンドの運用は2019年2月15日より開始する予定であり、有価証券届出書提出日現在該当事項はあり

ません。

（１）【投資状況】

該当事項はありません。

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

該当事項はありません。

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

該当事項はありません。

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

該当事項はありません。

②【分配の推移】

該当事項はありません。

③【収益率の推移】

該当事項はありません。

（４）【設定及び解約の実績】

該当事項はありません。

※ファンドの運用状況は、別途、委託会社ホームページで開示している場合があります。
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第２【管理及び運営】
１【申込(販売)手続等】

・申込期間中の各営業日に受益権の募集が行なわれます。

・販売会社の定める期日までに申込代金を申込みの販売会社に支払うものとします。

※詳しくは、販売会社にお問い合わせ下さい。

・取得申込の受け付けについては、午後３時までに取得申込みが行われかつ当該取得申込みの受け付

けにかかる販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の申込み分とします。

ただし、販売会社の営業日であっても、ニューヨーク証券取引所の休業日またはニューヨークの銀

行休業日は申込みができません。

ファンドの申込(販売)手続についてご不明な点がある場合には、下記の照会先までお問い合わせ下さ

い。

ベイビュー・アセット・マネジメント株式会社

＜電話番号＞　03-5210-3573

＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

＜インターネットホームページ＞　http:// www.bayview.co.jp/

・販売の単位は、販売会社が定める単位とします。

・受益権の販売価額は、取得申込日の翌営業日の基準価額とします。

・金融商品取引所（金融商品取引法第2条第16項に規定する金融商品取引所および金融商品取引法第2

条第8項第3号ロに規定する外国金融商品市場をいいます。以下同じ。なお、金融商品取引所を単に

「取引所」という場合があり、取引所のうち、有価証券の売買または金融商品取引法第28条第8項第

3号もしくは同項第5号の取引を行なう市場ないしは当該市場を開設するものを「証券取引所」とい

う場合があります。）等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを

得ない事情があるときは、受益権の取得申込の受け付けを中止することおよびすでに受け付けた取

得申込の受け付けを取り消す場合があります。

 

※購入のお申込みの方法ならびに単位等について、詳しくは販売会社にお問い合わせ下さい。
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２【換金(解約)手続等】

・受益者は、委託会社に1口単位をもって、一部解約の実行を請求することができます。

・受益者が一部解約の実行の請求をするときは、販売会社に対し、振替受益権をもって行なうものと

します。

・一部解約の実行の請求の受け付けについては、午後３時までに解約請求の申込みが行われかつ、そ

の解約請求の申込みの受け付けにかかる販売会社所定の事務手続が完了したものを当日の申込み分

とします。

・販売会社の営業日であっても、ニューヨーク証券取引所の休業日またはニューヨークの銀行休業日

は申込みができません。

・換金価額は、一部解約の実行の請求を行う日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額0.3％を差し

引いた価額となります。

ファンドの基準価額については下記の照会先までお問い合わせ下さい。

ベイビュー・アセット・マネジメント株式会社

＜電話番号＞　03-5210-3573

＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

＜インターネットホームページ＞　http:// www.bayview.co.jp/

・信託財産の資金管理を円滑に行なうため、大口換金には制限を設ける場合があります。

・解約代金は、原則として一部解約の実行の請求を受け付けた日から起算して６営業日目から販売会

社において支払います。

・金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむを得ない

事情（実質的な投資対象国における非常事態（金融危機、デフォルト、重大な政策変更や資産凍結

を含む規制の導入、自然災害、クーデターや重大な政治体制の変更、戦争等）による市場の閉鎖も

しくは流動性の極端な減少等）があるときは、信託約款の規定に従い、委託会社の判断で一部解約

の実行の請求の受け付けを中止すること、および既に受け付けた一部解約の実行の請求の受け付け

を取り消す場合があります。

・一部解約の実行の請求の受け付けが中止された場合には、受益者は当該受け付け中止以前に行なっ

た当日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を撤

回しない場合には、当該受益権の一部解約の価額は、当該受け付け中止を解除した後の最初の基準

価額の計算日に一部解約の実行の請求を受け付けたものとして信託約款の規定に準じて計算された

価額とします。

 

※換金のお申込みの方法ならびに単位等について、詳しくは販売会社にお問い合わせ下さい。
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３【資産管理等の概要】

（１）【資産の評価】

＜基準価額の計算方法＞

基準価額とは、計算日において、信託財産に属する資産(受入担保金代用有価証券を除きます。)

を法令および一般社団法人投資信託協会規則にしたがって時価または一部償却原価法により評価し

て得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額(「純資産総額」といいます。)を、計算日

における受益権口数で除した金額をいいます。

なお、ファンドにおいては１万口当たりの価額で表示されます。

ファンドの主な投資対象の評価方法は以下の通りです。

対象 評価方法

株式 原則として、基準価額計算日の金融商品取引所の最終相場で評価します。

ファンドの基準価額については下記の照会先までお問い合わせ下さい。

ベイビュー・アセット・マネジメント株式会社

＜電話番号＞　03-5210-3573

＜受付時間＞　営業日の午前9時～午後5時

＜インターネットホームページ＞　http:// www.bayview.co.jp/

（２）【保管】

ファンドの受益権の帰属は、振替機関等の振替口座簿に記載または記録されることにより定まり、受

益証券を発行しませんので、受益証券の保管に関する該当事項はありません。

（３）【信託期間】

2029年4月25日までとします（2019年2月15日設定）。

（４）【計算期間】

原則として毎年10月26日から翌年10月25日までとします。ただし、第1計算期間は、信託契約締結日

から2019年10月25日までとします。

なお、各計算期間終了日に該当する日(以下「該当日」といいます。)が休業日のとき、各計算期間終

了日は、該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。ただし、最

終計算期間の終了日は、信託期間の終了日とします。

（５）【その他】

(a) ファンドの償還条件

１．委託会社は、信託期間中において、信託契約の一部を解約することにより、受益権の口数が

10億口を下回ることとなった場合、またはこの信託契約を解約することが受益者のため有利で

あると認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託会社と合意のうえ、この

信託契約を解約し、信託を終了させることができます。この場合において、委託会社は、あら

かじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。

２．委託会社は、前記１．の事項について、書面による決議（以下「書面決議」といいます。）

を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに信託契約の解約の理由な

どの事項を定め、当該決議の日の2週間前までに、この信託契約にかかる知れている受益者に

対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発します。
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３．前記２．の書面決議において、受益者（委託会社およびこの信託の信託財産にこの信託の受

益権が属するときの当該受益権にかかる受益者としての受託会社を除きます。以下本項におい

て同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。なお、

知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書面決議について賛

成するものとみなします。

４．前記２．の書面決議は議決権を行使することができる受益者の議決権の3分の2以上に当たる

多数をもって行います。

５．前記２．から４．までの規定は、委託会社が信託契約の解約について提案をした場合におい

て、当該提案につき、この信託契約にかかるすべての受益者が書面又は電磁的記録により同意

の意思表示をしたときには適用しません。また、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない

事情が生じている場合であって、前記２．から４．までに規定するこの信託契約の解約の手続

きを行うことが困難な場合には適用しません。

(b) 信託約款の変更等

１．委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したとき

は、受託会社と合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信託との併合

（投資信託及び投資法人に関する法律第16条第2号に規定する「委託者指図型投資信託の併

合」をいいます。以下同じ。）を行うことができるものとし、あらかじめ、変更または併合し

ようとする旨およびその内容を監督官庁に届け出ます。なお、この信託約款は本条に定める以

外の方法によって変更することができないものとします。

２．委託会社は、前記１．の事項（１．の変更事項にあっては、その内容が重大なものに該当す

る場合に限り、前項の併合事項にあっては、その併合が受益者の利益に及ぼす影響が軽微なも

のに該当する場合を除きます。以下合わせて「重大な約款の変更等」といいます。）につい

て、書面決議を行います。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大な約款

の変更等の内容およびその理由などの事項を定め、当該決議の日の2週間前までに、この信託

約款にかかる知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知

を発します。

３．前記２．の書面決議において、受益者（委託会社およびこの信託の信託財産にこの信託の受

益権が属するときの当該受益権にかかる受益者としての受託会社を除きます。以下本項におい

て同じ。）は受益権の口数に応じて、議決権を有し、これを行使することができます。なお、

知れている受益者が議決権を行使しないときは、当該知れている受益者は書面決議について賛

成するものとみなします。

４．前記２．の書面決議は議決権を行使することができる受益者の議決権の3分の2以上に当たる

多数をもって行います。

５．書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。

６．前記２．から５．までの規定は、委託会社が重大な約款の変更等について提案をした場合に

おいて、当該提案につき、この信託約款にかかるすべての受益者が書面又は電磁的記録により

同意の意思表示をしたときには適用しません。

７．前記１．から６．の規定にかかわらず、この投資信託において併合の書面決議が可決された

場合にあっても、当該併合にかかる一又は複数の他の投資信託において当該併合の書面決議が

否決された場合は、当該他の投資信託との併合を行うことはできません。

(c) 関係法人との契約更改等に関する手続き

販売会社との「募集・販売の取扱い等に関する契約」については、期間満了の３ヵ月前までに別

段の意思表示のないときは、自動的に１年間延長されるものとし、自動延長後の取扱いについて

もこれと同様とします。

(d) 運用報告書
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委託会社は、毎期決算後および償還後に期中の運用経過、組入有価証券の内容および有価証券の

売買状況などを記載した「交付運用報告書」を作成し、販売会社を通じて知られたる受益者に交

付します。

また、委託会社は、運用報告書（全体版）を次のアドレスに掲載します。

http://www.bayview.co.jp/

上記の規定にかかわらず、委託会社は、受益者から運用報告書の交付の請求があった場合には、

これを交付します。

(e) 公告

委託会社が受益者に対してする公告は、電子公告の方法により行い、次のアドレスに掲載しま

す。

http://www.bayview.co.jp/

なお、事故その他やむを得ない事由によって公告を電子公告によって行うことができない場合に

は、公告は日本経済新聞に掲載することとします。
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４【受益者の権利等】

受益者の有する主な権利は次の通りです。

① 収益分配金に対する請求権

■収益分配金の支払い開始日■

収益分配金は、決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者

（当該収益分配金にかかる決算日以前において一部解約が行なわれた受益権にかかる受益者を

除きます。）に、原則として決算日から起算して5営業日までに支払いを開始します。販売会

社でお受取り下さい。

■収益分配金請求権の失効■

受益者は、収益分配金を支払開始日から5年間支払請求しないと権利を失います。

② 償還金に対する請求権

■償還金の支払い開始日■

償還金は、償還日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（償還

日以前において一部解約が行なわれた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該償還日以

前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されてい

る受益権については原則として取得申込者とします。）に、原則として償還日(償還日が休業

日の場合は翌営業日)から起算して5営業日までに支払いを開始します。

■償還金請求権の失効■

受益者は、償還金を支払開始日から10年間支払請求しないと権利を失います。

③ 換金(解約)請求権

受益者は、一部解約の実行を請求することができます。詳しくは、前述の「2　換金（解約）

手続等」をご参照下さい。
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第３【ファンドの経理状況】
ファンドの運用は2019年2月15日より開始する予定であり、有価証券届出書提出日現在該当事項はあり

ません。

１【財務諸表】

（１）【貸借対照表】

該当事項はありません。

（２）【損益及び剰余金計算書】

該当事項はありません。

（３）【注記表】

該当事項はありません。

（４）【附属明細表】

該当事項はありません。

 

２【ファンドの現況】

該当事項はありません。
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第４【内国投資信託受益証券事務の概要】

(1) 受益証券の名義書換えの事務等

該当事項はありません。

ファンドの受益権の帰属は、振替機関等の振替口座簿に記載または記録されることにより定まり、こ

の信託の受益権を取り扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取り消された場合または

当該指定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振替業を承継する者が存在しない場合その他

やむを得ない事情がある場合を除き、当該振替受益権を表示する受益証券を発行しません。

なお、受益者は、委託会社がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、無記名式受

益証券から記名式受益証券への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券への変更の請求、

受益証券の再発行の請求を行なわないものとします。

(2) 受益者に対する特典

該当事項はありません。

(3) 受益権の譲渡

①受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載

または記録されている振替口座簿にかかる振替機関等に振替の申請をするものとします。

②上記①の申請のある場合には、上記①の振替機関等は、当該譲渡にかかる譲渡人の保有する受益権

の口数の減少および譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座簿に記載また

は記録するものとします。ただし、上記①の振替機関等が振替先口座を開設したものでない場合に

は、譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当該他の振替機関等の上位機関を含みます。）

に社振法の規定にしたがい、譲受人の振替先口座に受益権の口数の増加の記載または記録が行なわれ

るよう通知するものとします。

③上記①の振替について、委託会社は、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録され

ている振替口座簿にかかる振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異なる場合等に

おいて、委託会社が必要と認めたときまたはやむをえない事情があると判断したときは、振替停止日

や振替停止期間を設けることができます。

(4) 受益権の譲渡の対抗要件

受益権の譲渡は、振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託会社および受託会社に対抗す

ることができません。

(5) 受益権の再分割

委託会社は、受託会社と協議のうえ、一定日現在の受益権を均等に再分割できるものとします。

(6) 質権口記載又は記録の受益権の取扱い

振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の支払い、

一部解約の実行の請求の受け付け、一部解約金および償還金の支払い等については、約款の規定によ

るほか、民法その他の法令等にしたがって取り扱われます。
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第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】
１【委託会社等の概況】

(1) 資本金の額

2018年10月末現在、100百万円

会社が発行する株式総数 8,000株

発行済株式総数 531株

過去5年間における主な資本金の額の増減：該当事項はありません。

(2) 会社の機構

(a)会社の意思決定機構

委託会社の業務執行の最高機関は取締役会であり、株主総会にて選任された3名以上の取締役で構

成されます。取締役の選任は、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株

主またはその代理人が出席し、その議決権の過半数をもってこれを行い、累積投票によらないも

のとします。取締役の任期は、選任後2年以内に終了する最終の事業年度に関する定時株主総会終

結の時までとし、補欠または増員のために選任された取締役の任期は、他の取締役の残存任期と

同一とします。取締役会は、その決議をもって、代表取締役を選任します。取締役会は、法令ま

たは定款に定める事項のほか、業務執行に関する重要事項を決定します。また、会社の機関とし

て株主総会、取締役会のほか執行役員会があります。各機関の権限は以下のとおりであります。

株主総会

株主により構成され、取締役・会計監査人の選任・解任、剰余金の配当の承認、定款変更・合併

等の重要事項の承認等を行います。

取締役会

株主総会にて選任された取締役により構成され、当社の業務につき意思決定を行います。

執行役員会

最高経営責任者（CEO）、取締役会が指名する取締役、及び全ての執行役員により構成され、当社

の業務の執行を行います。運営の詳細は「執行役員会規程」により定められ、取締役会から委任

された事項、取締役会に付議する事項、執行役員会が承認機関となる社内規程等の制定改廃の承

認、「業務分掌規程」にて定める各部室の業務内容、各部室の業務に関する運営方針及び人事を

含む重要事項、新たな運用商品等を導入する場合の承認、その他執行役員会が業務執行上重要と

考える事項についての決議を行うとともに、その結果及びその他経営に関する重要事項を速やか

に取締役会に報告を行います。

(b) 投資信託の運用体制

1）日本株式運用部及びグローバル資産運用部（合わせて以下、「運用部」という。）が運用・調

査を担当しており、下記の意思決定プロセスに基づき、運用を行っております。
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2）意思決定プロセス

イ．運用指図の意思決定は「運用会議規則」に従い、「運用会議」における運用方針及び運用

方針の変更の承認、運用計画及び運用計画の変更の承認プロセスより開始されます。

「運用会議」においては上記のほか、運用の内容に関する報告、ガイドライン遵守状況の

報告、売買に関する事項の報告、発注先に関する事項の報告及び承認、ソフトダラーに関

する事項、新規取引手法の導入等、その他運用に関する事項の報告、運用再委託先の運用

状況及び委託事項の遵守状況の報告、運用再委託先の運用体制に関する報告が行われま

す。

「運用会議」は、CEO、各運用部を管掌する者、執行役員会の全構成員、議長（各運用部

のライン部長）、また議決権を有さないメンバーとして、各運用部の運用担当者及びコン

プライアンス室長にて構成され、原則として月1回開催する他、必要に応じ臨時開催しま

す。

ロ．ファンド・マネージャーは「運用会議」において承認された運用戦略に基づき、「投資判

断者服務規程」、「金融商品の売買執行に関する規則」等に従い、実際の投資活動を行い

ます。

２【事業の内容及び営業の概況】

委託会社は、「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社として、証券投資信

託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者として投資運用業を行っていま

す。また「金融商品取引法」に定める第二種金融商品取引業にかかる業務の一部及び投資助言業務を

行っています。

2018年10月31日現在、委託会社の運用する投資信託（親投資信託を除きます。）は以下の通りです。

種類 本数 純資産総額(円)

追加型株式投資信託 44 97,799,196,484

単位型株式投資信託 7 34,212,488,002

単位型公社債投資信託 15 35,267,996,847

合計 66 167,279,681,333

３【委託会社等の経理状況】

（1）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）ならびに同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平

成19年内閣府令第52号）により作成しております。

財務諸表の金額については、千円未満の端数を切り捨てて記載しております。

（2）当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当事業年度（平成29年4月1日から平

成30年3月31日まで）の財務諸表について、東陽監査法人の監査を受けております。
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（１）【貸借対照表】

期　別 前事業年度 当事業年度

（平成29年3月31日現在） （平成30年3月31日現在）

科　目
内　訳

（千円）

金　額

（千円）

内　訳

（千円）

金　額

（千円）

（資産の部）

流動資産

現金及び預金 1,691,370 2,400,709

未収委託者報酬 260,900 666,286

未収運用受託報酬 35,417 35,779

未収収益 78,159 57,160

特定金銭外信託 479,086 464,152

前払費用 14,797 14,751

未収入金 224 153

繰延税金資産 2,465 42,815

その他 2,843 4,182

流動資産合計 2,565,265 3,685,991

固定資産

有形固定資産 ※1

建物 80,095 68,265

車両運搬具 0 0

器具備品 8,159 13,394

リース資産 6,199 4,755

有形固定資産合計 94,454 86,415

無形固定資産

電話加入権 768 768

ソフトウエア 31,171 43,024

借地権 121 121

無形固定資産合計 32,061 43,914

投資その他の資産

投資有価証券 889,913 1,215,751

長期預金 166,785 157,860

長期差入保証金 85,366 80,487

その他 487 490

投資その他の資産合計 1,142,552 1,454,588

固定資産合計 1,269,068 1,584,918

資産合計 3,834,334 5,270,909
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期　別 前事業年度 当事業年度

（平成29年3月31日現在） （平成30年3月31日現在）

科　目
内　訳

（千円）

金　額

（千円）

内　訳

（千円）

金　額

（千円）

（負債の部）

流動負債

預り金 220,517 404,811

未払金 70,502 68,413

未払手数料 3,426 13,103

その他未払金 67,076 55,310

未払費用 64,825 89,221

未払法人税等 19,692 399,495

未払消費税等 5,364 90,417

リース債務 1,559 1,689

流動負債合計 382,461 1,054,050

固定負債

関係会社長期借入金 4,125 4,125

退職給付引当金 84,445 87,111

長期預り金 4,175 －

資産除去債務 19,486 19,935

繰延税金負債 82,405 94,432

リース債務 5,135 3,645

その他 2,260 1,617

固定負債合計 202,036 210,868

負債合計 584,497 1,264,918

（純資産の部）

株主資本

資本金 100,000 100,000

利益剰余金 2,948,454 3,672,725

利益準備金 17,292 17,292

その他利益剰余金 2,931,161 3,655,432

繰越利益剰余金 2,931,161 3,655,432

株主資本合計 3,048,454 3,772,725

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 201,382 233,265

評価・換算差額等合計 201,382 233,265

純資産合計 3,249,836 4,005,990

負債・純資産合計 3,834,334 5,270,909
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（２）【損益計算書】

期　別 前事業年度 当事業年度

自　平成28年4月 1日 自　平成29年4月 1日

至　平成29年3月31日 至　平成30年3月31日

科　目
内　訳

（千円）

金　額

（千円）

内　訳

（千円）

金　額

（千円）

営業収益

委託者報酬 1,090,008 2,723,340

運用受託報酬 390,681 420,000

投資助言報酬 10,496 15,152

コンサルティング報酬 309,416 305,430

その他 9,014 －

営業収益合計 1,809,617 3,463,923

営業費用

支払手数料 35,871 62,665

広告宣伝費 8,590 21,545

調査費 42,364 292,052

営業雑経費 8,148 9,331

通信費 4,224 5,125

協会費 1,886 1,816

諸会費 575 1,024

その他 1,462 1,365

営業費用合計 94,975 385,594

一般管理費

給料 906,029 1,468,132

役員報酬 91,200 114,000

給料・手当 362,967 411,140

賞与 451,862 942,992

交際費 13,152 12,064

寄付金 200 150

旅費交通費 45,008 41,342

租税公課 7,331 4,995

不動産賃借料 108,634 114,263

貸倒損失 0 －

退職給付費用 △449 23,126

減価償却費 24,419 30,445

情報機器関連費 89,690 107,076

専門家報酬 38,201 46,128

その他 154,386 179,777

一般管理費合計 1,386,605 2,027,503
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営業利益 328,036 1,050,825
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期　別 前事業年度 当事業年度

自　平成28年4月 1日 自　平成29年4月 1日

至　平成29年3月31日 至　平成30年3月31日

科　目
内　訳

（千円）

金　額

（千円）

内　訳

（千円）

金　額

（千円）

営業外収益

受取利息 732 820

その他 8 297

営業外収益合計 740 1,118

営業外費用

支払利息 123 123

為替差損 3,554 27,394

営業外費用合計 3,677 27,517

経常利益 325,099 1,024,425

特別利益

投資有価証券解約益 51,480 114,538

特別利益合計 51,480 114,538

特別損失

投資有価証券償還損 34,746 －

固定資産除却損 ※1 － 31

リース解約損 1,197 －

特別損失合計 35,943 31

税引前当期純利益 340,636 1,138,932

法人税、住民税及び事業税 123,129 456,378

法人税等調整額 16,156 139,285 △41,717 414,661

当期純利益 201,350 724,271
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（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成28年4月1日　至　平成29年3月31日）

（単位：千円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産

合計資本金

利益剰余金

株主資本合

計

その他有価証

券評価差額金

評価・換算

差額等合計
利益

準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 100,000 17,292 2,729,810 2,747,103 2,847,103 135,799 135,799 2,982,902

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益 201,350 201,350 201,350 201,350

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額（純額）
65,582 65,582 65,582

当期変動額合計 201,350 201,350 201,350 65,582 65,582 266,933

当期末残高 100,000 17,292 2,931,161 2,948,454 3,048,454 201,382 201,382 3,249,836

当事業年度（自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日）

（単位：千円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産

合計資本金

利益剰余金

株主資本合

計

その他有価証

券評価差額金

評価・換算

差額等合計
利益

準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 100,000 17,292 2,931,161 2,948,454 3,048,454 201,382 201,382 3,249,836

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益 724,271 724,271 724,271 724,271

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額（純額）
31,883 31,883 31,883

当期変動額合計 724,271 724,271 724,271 31,883 31,883 756,154

当期末残高 100,000 17,292 3,655,432 3,672,725 3,772,725 233,265 233,265 4,005,990
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注記事項

（重要な会計方針）

1．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価額等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。）

2．運用目的の金銭の信託の評価基準及び評価方法

時価法

3．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物の内部造作及び平成28年4月1日以降に取得した建物附

属設備については、定額法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　　　　　　8年～15年

器具備品　　　　　4年～15年

(2) 無形固定資産

ソフトウエアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

4．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

5．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見積額に基づき計上してお

ります。

なお、退職給付債務の見積額は、簡便法（退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と

する方法）により計算しております。

6．消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(貸借対照表関係)

※1有形固定資産の減価償却累計額

前事業年度

（平成29年3月31日）

当事業年度

（平成30年3月31日）

建物 211,140千円 229,018千円

車両運搬具

器具備品

リース資産

15,305千円

86,621千円

1,021千円

15,305千円

89,586千円

2,465千円

計 314,088千円 336,375千円

(損益計算書関係)

※1固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度

（自 平成28年4月1日

至 平成29年3月31日）

当事業年度

（自 平成29年4月1日

至 平成30年3月31日）

器具備品 － 千円 31千円

計 － 千円 31千円

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日）

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末

普通株式（株） 531 ― ― 531

2.自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

3.新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

4.配当に関する事項

　該当事項はありません。

当事業年度（自 平成29年4月1日 至 平成30年3月31日）

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末

普通株式（株） 531 ― ― 531

2.自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

3.新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

4.配当に関する事項

　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

1.金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については安全性の高い預金等の他、ファンド組成のためのシードマネーに限定

しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である未収委託者報酬は、当社設定ファンドから期末までに日割で計上されたものであ

り、当該ファンドの決算日の翌営業日に当社に入金されるまでは、信託銀行により分別保管されて

いるため、信用リスクはほとんどないと認識しております。未収運用受託報酬、未収収益は、顧客

の信用リスクに晒されております。また、外貨預金、外貨建ての営業債権・営業債務は、為替の変

動リスクに晒されております。

投資有価証券は、シードマネーとしてのファンド等、時価のある有価証券であり、市場価格の変動

リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

ほぼ全ての営業債権は、当社に入金されるまでは、信託銀行により分別保管されているため、信

用リスクは僅少であると認識しております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨預金、外貨建ての営業債権・営業債務および投資有価証券は市場価格および為替の変動リス

クに晒されており、継続的なモニタリングを行う事で、適切なリスク・コントロールに努めてお

ります。
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2.金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度（平成29年3月31日）

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 1,691,370 1,691,370 －

(2)未収委託者報酬 260,900 260,900 －

(3)未収運用受託報酬 35,417 35,417 －

(4)未収収益 78,159 78,159 －

(5)特定金銭外信託 479,086 479,086 －

(6)投資有価証券 889,913 889,913 －

(7)長期預金 166,785 166,782 △2

(8)長期差入保証金 85,366 85,170 △196

資産合計 3,686,999 3,686,800 △198

(1)預り金 220,517 220,517 －

(2)未払金 70,502 70,502 －

(3)未払費用 64,825 64,825 －

(4)未払法人税等 19,692 19,692 －

(5)未払消費税等 5,364 5,364 －

(6)関係会社長期借入金 4,125 4,224 98

負債合計 385,028 385,126 98

当事業年度（平成30年3月31日）

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 2,400,709 2,400,709 －

(2)未収委託者報酬 666,286 666,286 －

(3)未収運用受託報酬 35,779 35,779 －

(4)未収収益 57,160 57,160 －

(5)特定金銭外信託 464,152 464,152 －

(6)投資有価証券 1,215,751 1,215,751 －

(7)長期預金 157,860 157,858 △1

(8)長期差入保証金 80,487 80,310 △176

資産合計 5,078,186 5,078,008 △178

(1)預り金 404,811 404,811 －

(2)未払金 68,413 68,413 －

(3)未払費用 89,221 89,221 －

(4)未払法人税等 399,495 399,495 －

(5)未払消費税等 90,417 90,417 －
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(6)関係会社長期借入金 4,125 4,224 98

負債合計 1,056,486 1,056,585 98

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1)現金及び預金　(2)未収委託者報酬　(3)未収運用受託報酬　(4)未収収益　(5）特定金銭外信

託

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(6)投資有価証券

投資有価証券は全て投資信託であるため、決算日における基準価額によっております。

(7)長期預金

長期預金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の預金に預入れを行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(8)長期差入保証金

長期差入保証金は事務所及び従業員社宅の賃借契約に伴う敷金であり、時価については当該保

証金を一定の期間大口定期預金に預け入れた場合の利率で割り引いた現在価値により算定して

おります。

負債

(1)預り金　(2)未払金　(3)未払費用　(4)未払法人税等　(5)未払消費税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(6)関係会社長期借入金

関係会社長期借入金は親会社からの借入金であり、時価は元利金の合計額を新規に金融機関か

ら同一の条件で借入を行う場合の利率を用いて割り引いた現在価値により算定しております。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

（単位：千円）

前事業年度

（平成29年3月31日）

当事業年度

（平成30年3月31日）

長期預り金 4,175 －

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上

表に含めておりません。
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（注3）金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成29年3月31日）

（単位：千円）

1年以内
1年超

5年以内

5年超

10年以内
10年超

現金及び預金 1,691,370 ― ― ―

未収委託者報酬 260,900 ― ― ―

未収運用受託報酬 35,417 ― ― ―

未収収益 78,159 ― ― ―

特定金銭外信託 479,086 ― ― ―

長期預金 ― 166,785 ― ―

合計 2,544,934 166,785 ― ―

当事業年度（平成30年3月31日）

（単位：千円）

1年以内
1年超

5年以内

5年超

10年以内
10年超

現金及び預金 2,400,709 ― ― ―

未収委託者報酬 666,286 ― ― ―

未収運用受託報酬 35,779 ― ― ―

未収収益 57,160 ― ― ―

特定金銭外信託 464,152 ― ― ―

長期預金 ― 157,860 ― ―

合計 3,624,088 157,860 ― ―

（注4）関係会社長期借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成29年3月31日）

（単位：千円）

1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超

関係会社長期借入金 ― ― ― ― ― 4,125

当事業年度（平成30年3月31日）

（単位：千円）

1年以内
1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超

関係会社長期借入金 ― ― ― ― ― 4,125
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（有価証券関係）

1.その他有価証券

前事業年度（平成29年3月31日）

（単位：千円）

区分 種類 貸借対照表 取得原価 差額

計上額

貸借対照表計上額が取得 （１）株式 － － －

原価を超えるもの （２）債券 － － －

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（３）その他 732,688 414,799 317,888

小計 732,688 414,799 317,888

貸借対照表計上額が取得 （１）株式 － － －

原価を超えないもの （２）債券 － － －

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（３）その他 157,224 163,742 △6,517

小計 157,224 163,742 △6,517

合計 889,913 578,541 311,371

当事業年度（平成30年3月31日）

（単位：千円）

区分 種類 貸借対照表 取得原価 差額

計上額

貸借対照表計上額が取得 （１）株式 － － －

原価を超えるもの （２）債券 － － －

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（３）その他 884,089 519,102 364,987

小計 884,089 519,102 364,987

貸借対照表計上額が取得 （１）株式 － － －

原価を超えないもの （２）債券 － － －

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

（３）その他 331,661 340,000 △8,338

小計 331,661 340,000 △8,338

合計 1,215,751 859,102 356,648
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2.事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度（自　平成28年4月1日　至　平成29年3月31日）

該当事項はありません。

当事業年度 （自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日）

該当事項はありません。

(デリバティブ取引関係)

当社は、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。

(退職給付関係)

1.採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しております。

退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時

金を支給しております。

なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しており

ます。

2.簡便法を適用した確定給付制度

　（1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

（単位：千円）

前事業年度

（自 平成28年4月1日

至 平成29年3月31日）

当事業年度

（自 平成29年4月1日

至 平成30年3月31日）

退職給付引当金の期首残高 90,535 84,445

　退職給付費用 △286 23,221

　退職給付の支払額 △5,803 △20,555

退職給付引当金の期末残高 84,445 87,111

(注)前事業年度の退職給付費用にはソフトウエアへの振替額163千円、当事業年度の退職給付費用に

はソフトウエアへの振替額95千円が含まれております。

　（2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

（単位：千円）

前事業年度

（平成29年3月31日）

当事業年度

（平成30年3月31日）

非積立型制度の退職給付債務 84,445 87,111

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 84,445 87,111

退職給付引当金 84,445 87,111

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 84,445 87,111

　（3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用　　前事業年度 △286千円　　当事業年度 23,221千円
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(税効果会計関係)

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

前事業年度

（平成29年3月31日）

当事業年度

（平成30年3月31日）

繰延税金資産

退職給付引当金 29,242 千円 30,135 千円

その他有価証券評価差額金 2,254 〃 2,884 〃

資産除去債務 6,742 〃 6,896 〃

未払事業税 2,218 〃 42,569 〃

その他 3,293 〃 3,586 〃

繰延税金資産の小計 43,751 〃 86,073 〃

　評価性引当額 △9,724 〃 △7,623 〃

繰延税金資産の合計 34,027 〃 78,450 〃

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △109,989 〃 △126,268 〃

その他 △3,978 〃 △3,798 〃

繰延税金負債の合計 △113,968 〃 △130,066 〃

繰延税金資産(負債)の純額 △79,940 〃 △51,616 〃

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度

（平成29年3月31日）

当事業年度

（平成30年3月31日）

法定実効税率 34.8% ‐%

（調整）

役員給与等永久に損金に算入されない項目 11.6% ‐%

住民税均等割等 0.1% ‐%

評価性引当額の増減 0.5% ‐%

所得拡大促進税制に関する税額控除 △5.8% ‐%

中小法人の軽減税率 △0.3% ‐%

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ‐% ‐%

その他 0.0% ‐%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.9% ‐%

当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が、法定実効税率の100

分の5以下であるため、記載しておりません。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

1.当該資産除去債務の概要

本店の建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

2.当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から23年～38年と見積り、割引率は2.3％を使用して資産除去債務の金額を計算

しております。

3.当該資産除去債務の総額の増減

前事業年度

（自 平成28年4月1日

　　 至 平成29年3月31日）

当事業年度

（自 平成29年4月1日

　　 至 平成30年3月31日）

期首残高 14,705 千円 19,486 千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 4,417 〃 - 〃

時の経過による調整額 363 〃 448 〃

期末残高 19,486 千円 19,935 千円

（セグメント情報等）

1.セグメント情報

（1）報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

当社は、金融商品取引法に定める金融商品取引業者として投資運用業、投資助言・代理業及び第

二種金融商品取引業並びにこれらに付随する業務を行っており、これらを集約した単一セグメン

トを報告セグメントとしております。

従いまして、報告セグメントが単一であり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント

情報の記載を省略しております。

（2）報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントが単一であり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を

省略しております。

（3）報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自平成28年4月1日 至平成29年3月31日）

報告セグメントが単一であり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載

を省略しております。

当事業年度（自平成29年4月1日 至平成30年3月31日）

報告セグメントが単一であり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載

を省略しております。
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（4）報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項）

前事業年度（自平成28年4月1日 至平成29年3月31日）

報告セグメントが単一であり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載

を省略しております。

当事業年度（自平成29年4月1日 至平成30年3月31日）

報告セグメントが単一であり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメント情報の記載

を省略しております。

2.関連情報

前事業年度（自平成28年4月１日　至平成29年3月31日）

（1）製品及びサービスごとの情報

投資運用業、投資助言・代理業及び第二種金融商品取引業並びにこれらに付随する業務の外部顧客

への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

（2）地域ごとの情報

①営業収益

（単位：千円）

日本 米国 その他 合計

1,434,337 329,217 46,062 1,809,617

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

②有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

（3）主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント名

Victory Capital Management Inc. 267,060 投資運用業に付随する業務

当事業年度（自平成29年4月１日　至平成30年3月31日）

（1）製品及びサービスごとの情報

投資運用業、投資助言・代理業及び第二種金融商品取引業並びにこれらに付随する業務の外部顧客

への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

（2）地域ごとの情報

①営業収益

（単位：千円）

日本 米国 その他 合計

3,095,497 320,582 47,843 3,463,923

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
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②有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
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（3）主要な顧客ごとの情報

外部顧客への営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10%以上を占める相手先がないため、主

要な顧客ごとの営業収益の記載を省略しております。

3.報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

前事業年度（自平成28年4月１日　至平成29年3月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自平成29年4月１日　至平成30年3月31日）

該当事項はありません。

4.報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

前事業年度（自平成28年4月１日　至平成29年3月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自平成29年4月１日　至平成30年3月31日）

該当事項はありません。

5.報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

前事業年度（自平成28年4月１日　至平成29年3月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自平成29年4月１日　至平成30年3月31日）

該当事項はありません。

（関連当事者情報）

1.関連当事者との取引

（1）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前事業年度（自　平成28年4月1日　至　平成29年3月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地
資本金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合

関連当

事者と

の関係

取引の

内容

取引

金額

(千円)

科目

期末

残高

(千円)

親

会

社

ヘ゛イ

ヒ゛ュー・

ホールテ゛ィ

ンク゛ス

株式会社

東京都

千代田区
10,000 持株会社

被所有直接

100%

役員の

兼任

あり

利息の

支払
123

未払

費用
30

資金の

借入
-

関係会社

長期

借入金

4,125

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針

過去の取引条件を勘案して決定しております。
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当事業年度（自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日）

種類

会社等の

名称又は

氏名

所在地
資本金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所

有)割合

関連当

事者と

の関係

取引の

内容

取引

金額

(千円)

科目

期末

残高

(千円)

親

会

社

ヘ゛イ

ヒ゛ュー・

ホールテ゛ィ

ンク゛ス

株式会社

東京都

千代田区
10,000 持株会社

被所有直接

100%

役員の

兼任

あり

利息の

支払
123

未払

費用
30

資金の

借入
-

関係会社

長期

借入金

4,125

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針

過去の取引条件を勘案して決定しております。

（2）財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

前事業年度（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日）

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金

(千円)

事業の内容

または職業

議決権等の所有

(被所有)割合(%)

役員 都丸　伸顕 - - 当社監査役 -

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

業務委託 税理士報酬 14,252 未払金 4,714

(注)　1．上記表のうち、取引金額、期末残高には消費税等を含めておりません。

2．取引条件及び取引条件の決定方針等

一般の取引条件と同様に決定しております。

当事業年度（自 平成29年4月1日 至 平成30年3月31日）

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金

(千円)

事業の内容

または職業

議決権等の所有

(被所有)割合(%)

役員 都丸　伸顕 - - 当社監査役 -

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

業務委託 税理士報酬 17,248 未払金 7,370

(注)　1．上記表のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

2．取引条件及び取引条件の決定方針等

一般の取引条件と同様に決定しております。

2.親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

ベイビュー・ホールディングス株式会社（非上場）

（2）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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（1株当たり情報）

前事業年度

（ 自 平成28年4月1日

至 平成29年3月31日）

当事業年度

（ 自 平成29年4月1日

至 平成30年3月31日）

1株当たり純資産額 6,120,219円16銭 7,544,239円14銭

1株当たり当期純利益金額 379,191円63銭 1,363,976円08銭

（注）1．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

2．1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前事業年度

（ 自 平成28年4月1日

至 平成29年3月31日）

当事業年度

（ 自 平成29年4月1日

至 平成30年3月31日）

当期純利益金額 201,350千円 724,271千円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る当期純利益 201,350千円 724,271千円

普通株式の期中平均株式数 531株 531株

3．1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前事業年度

（平成29年3月31日）

当事業年度

（平成30年3月31日）

純資産の部の合計額 3,249,836千円 4,005,990千円

純資産の部から控除する合計額 ― ―

普通株式に係る期末の純資産額 3,249,836千円 4,005,990千円

1株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数 531株 531株

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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４【利害関係人との取引制限】

委託会社は、「金融商品取引法」の定めるところにより、利害関係人との取引について、次に掲げる

行為が禁止されています。

①自己又はその取締役若しくは執行役との間における取引を行うことを内容とした運用を行うこと

(投資者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそ

れがないものとして内閣府令で定めるものを除きます。)。

②運用財産相互間において取引を行うことを内容とした運用を行うこと(投資者の保護に欠け、若

しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものとして内閣

府令で定めるものを除きます。)。

③通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件で、委託会社の親

法人等（委託会社の総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商品取引業

者と密接な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます。以

下④⑤において同じ。）又は子法人等（委託会社が総株主等の議決権の過半数を保有しているこ

とその他の当該金融商品取引業者と密接な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要

件に該当する者をいいます。以下同じ。）と有価証券の売買その他の取引又は店頭デリバティブ

取引を行うこと。

④委託会社の親法人等又は子法人等の利益を図るため、その行う投資運用業に関して運用の方針、

運用財産の額若しくは市場の状況に照らして不必要な取引を行うことを内容とした運用を行うこ

と。

⑤上記③④に掲げるもののほか、委託会社の親法人等又は子法人等が関与する行為であって、投資

者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれの

あるものとして内閣府令で定める行為

５【その他】

(1) 定款の変更

委託会社の定款の変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

(2) 訴訟事件その他の重要事項

委託会社およびファンドに重要な影響を与えた事実、または与えると予想される事実はありませ

ん。
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第２【その他の関係法人の概況】
１【名称、資本金の額及び事業の内容】

(1) 受託会社

(a)名称 (b)資本金の額
＊

(c)事業の内容

三井住友信託銀行株式会社 342,037 百万円

銀行法に基づき銀行業を営むととも

に、金融機関の信託業務の兼営等に関

する法律(兼営法)に基づき信託業務を

営んでいます。

＊2018年9月末現在

＜再信託受託会社の概要＞

名称　　　　：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

資本金の額　：51,000百万円（2018年9月末現在）

事業の内容　：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律に基づ

き信託業務を営んでいます。

再信託の目的：原信託契約にかかる信託業務の一部（信託財産の管理）を原信託受託会社から再信託受託

会社（日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社）へ委託するため、原信託財産のすべ

てを再信託受託会社へ移管することを目的とします。

(2) 販売会社

(a)名称 (b)資本金の額
＊

(c)事業の内容

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 10,000 百万円 「金融商品取引法」に定める第一種金

融商品取引業を営んでいます。ほくほくＴＴ証券株式会社 1,250 百万円

株式会社ＳＢＩ証券
（注） 48,323 百万円

＊2018年9月末現在

（注）株式会社ＳＢＩ証券は、2019年1月16日から募集・販売等の取扱いを開始する予定です。

(3) 投資顧問会社

(a)名称

ビクトリー・キャピタル・マネジメント・インク

(b)資本金の額

441,894千米ドル(2018年9月末現在)

(c)事業の内容

投資運用業務を営んでいます。
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２【関係業務の概要】

(1) 受託会社

ファンドの受託会社(受託者)として、信託財産の保管・管理・計算、外国証券を保管・管理する外

国の保管銀行への指図・連絡等を行ないます。

(2) 販売会社

ファンドの取扱販売会社として、募集の取扱いを行ない、信託契約の一部解約に関する事務、一部

解約金・収益分配金・償還金の支払いに関する事務等を行ないます。

(3) 投資顧問会社

委託会社からマザーファンドの株式等の運用の指図に関する権限の委託を受け、運用の指図を行い

ます。

３【資本関係】(持株比率5.0％以上を記載します。)

(1) 受託会社

該当事項はありません。

(2) 販売会社

該当事項はありません。

(3) 投資顧問会社

該当事項はありません。
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第３【その他】
(1)目論見書の表紙にロゴ・マークや図案を採用すること、またファンドの形態などの記載をすることが

あります。

(2)目論見書の巻末に約款を掲載する場合があります。

(3)届出書本文「第一部 証券情報」、「第二部 ファンド情報」に記載の内容について、投資者の理解を

助けるため、当該内容を説明した図表等を付加して目論見書の当該内容に関連する箇所に記載するこ

とがあります。

(4)目論見書は電子媒体等として使用されるほか、インターネットなどに掲載されることがあります。

(5)目論見書は目論見書の別称として「投資信託説明書」と称して使用する場合があります。

(6)目論見書の表紙裏等にインターネットホームページを掲載し、当該アドレスにアクセスすることによ

り基準価額等の情報を入手できる旨を記載する場合があります。

(7)目論見書に当該委託会社の金融商品取引業者登録番号、当該委託会社が運用する投資信託財産の合計

純資産総額および目論見書の使用を開始する日を記載する場合があります。

(8)目論見書に投資信託の財産は受託会社において信託法に基づき分別管理されている旨を記載する場合

があります。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

平成30年6月21日

ベイビュー・アセット・マネジメント株式会社

取　締　役　会　　御中

東　陽　監　査　法　人

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　宝　金　正　典 印

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　　水　戸　信　之 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等

の経理状況」に掲げられているベイビュー・アセット・マネジメント株式会社の平成29年４月１日から平

成30年３月31日までの第21期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な

保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので

はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検

討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ベイビュー・アセット・マネジメント株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　 上
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（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。
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